
はじめに

数年前よりはじまった、移動体通信１の爆発的

普及は今もなお続いており、平成１０年度末におけ

る加入数は５，０００万台を超えている。移動体通信

の中で、その約８０％を占めるのが、携帯電話であ

る。伸び率こそ減少傾向ではあるものの、それで

も前年度比３０％以上の伸び率を現在も記録してい

る。一方、PHSは平成７年に登場し、携帯電話と

同様に初期の段階で爆発的に普及したが、加入数

が１，０００万台になる前の、平成９年の半ばより減

少がはじまった。但し、ごく最近は持ちなおして

きている傾向も見受けられる。ページャーについ

ては、携帯電話の普及やPHSの登場に合わせて、

加入数が減少し、一時期１，０００万台を超えていた

加入数は、今やPHSよりも少なくなってしまった。

この急速な加入者の減少が、東京テレメッセージ

が会社更正法の適用を申請した大きな原因である

と言われている。一方、固定電話２のうち一般加

［要約］

本年１月に実施したアンケート調査をもとに、移動体通信の状況を調査した。

�１ 関東の世帯における移動体通信の保有率は、携帯電話が５８．８％、PHSが１３．４％、ペー

ジャーが４．４％であった。また個人普及率は、携帯電話が２９．６％、PHSが５．４％、ページャー

が１．６％であった。いずれも携帯電話が前回に比べて増加、PHS・ページャーは減少となっ

ている。

�２ 男女・年齢別の保有率は、携帯電話が男女とも２０代が最も多く、それぞれ６４．２％、５９．１％

である。PHSは男性が２０代で１０．０％、女性が１０代で１２．４％である。ページャーは男性が３０代

で４．８％、女性が１０代で４．５％である。

�３ 加入プラン（料金プラン）の多様化に伴い、携帯電話についてはローコールプランが３９％

と一番多く、標準プランは２９％であった。PHSは、まだ標準プランが６１％と最も多かったも

のの、比率は大幅に減少している。

�４ 世帯における平均支出額は、携帯電話が８，３９８円、PHSが５，６７３円、ページャーが２，３２３円

であり、幅の大小はあるものの前回に比べて減少している。

移動体通信の普及動向

通信経済研究部主任研究官 実積 寿也
研究官 安藤 正信

調査・研究

１ 本稿では、自動車電話を含む携帯電話・PHS・ページャーを「移動体通信」と称する。また、自動車電話を含む携帯電話とPHS
を「移動電話」と呼ぶこととする。

２ NTTなどに加入して個人の住宅や会社の事務所などで据え置かれて使用される一般の電話のこと。
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入電話３の加入数については、平成９年度にはじ

めて加入数が減少した。このことは、移動体通信

の普及により、固定電話の代替手段として、移動

体通信が使用されていることが、一因として考え

られる。また、一般加入電話からISDNへの移行

も一つの原因として考えられる。加入数の増減に

連動して、通信量（トラヒック）もそれぞれの通

信手段において増減している。通話回数・通話時

間とも大幅に増加している携帯電話やISDNに対

して、通話回数・通話時間とも一般加入電話は減

少している。ここで興味深いのはPHSである。加

入数は減少しているにもかかわらず、平成９年度

では通話回数・通話時間とも倍以上になっている。

このように、同じ移動体通信であっても、携帯電

話、PHSとで動向が異なっていることがわかる。

この様な点に注目し、本稿ではアンケート調査を

もとに移動体通信の動向を報告する。また、昨年

２月にも同様のアンケート調査を実施しているた

め、随時前回との比較を併記していく。なお、本

稿中の意見や推測等は筆者の私見である。

１．加入数からみる移動体通信の現状

加入数の概略については、すでに記述したが、

もう少し詳しく個々の現状を見てみる。移動体通

信の加入数の推移を図表１に示す。携帯電話は、

平成９年度末から平成１０年度末で加入数が＋３０％

以上の伸びを保っている。平成９年度末の伸びは

前年度比＋５０％以上であることから見ると、若干

伸びの勢いは衰えたものの、まだまだ増加する勢

いが見られる。一方、PHSについて見てみると、

平成９年の半ばに増加から減少に転じ、平成９年

度末では前年度比＋１０％程度であった加入数の伸

びは、平成１０年度末では前年度比▲１４ポイント程

度となってしまっている。ページャーについては、

すでに平成７年度末近辺より加入数は減少に転じ

ており、平成１０年度末ではその伸びは前年度比▲

４０ポイント以上と大幅に減少している。実際の加

入数で見てみると、携帯電話が約＋１千万台であ

るのに対して、PHSが約▲９５万台、ページャーが

約▲３３５万台となっている。仮にPHS、ペ ー

ジャーの減少分が携帯電話への乗り換えだったと

しても、その数をはるかに上回る携帯電話の増加

であることがわかる。

２．アンケートの概要

今回実施したアンケートの概要は以下のとおり

３ 固定電話のうちISDNをのぞくもの

図表１ 移動体通信の加入数の推移
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である。

１）調査対象

関東（茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千

葉県、東京都、神奈川県）の単身世帯を含む

全世帯とする。ただし東京都の離島は含まな

い。

２）発送、回収

発送、回収とも郵送による。発送は平成１１年

１月初旬

発送から回収までの期間は約１ヶ月

３）配布数、回収数

１１，８００世帯に配布、２，０６１世帯より回収（回

収率：約１７％）

図表２～４に標本属性を示す。なお、性別及び年

齢に関しては、参考までに「人口推計年報」（総

務庁統計局）に基づく関東と全国の平均値を併記

しておく。

３．普及動向

３．１ 移動体通信の都県別世帯・個人普及動向

図表５のとおり、関東の世帯における移動体通

信の保有率は、携帯電話が５８．８％（＋１４．９ポイン

ト：前回調査からの増減。以下数字のみ記述）、

PHSが１３．４％（▲１．０ポイント）、ページャーが

４．４％（▲７．０ポイント）であった。

また、移動体通信をいずれか保有している世帯

は６６．２％（＋１２．６ポイント）であった。一方、携

帯電話を複数台保有する世帯は２２．３％（＋７．２ポ

イント）、PHSを複数台保有する世帯は１．８％（▲

０．９ポイント）となっている。ちなみに前回の増

減値は、携帯電話複数台保有が＋５．７％、PHS複

図表２ 性別属性

人数（世帯主再掲） シ ェ ア 関東平均 全国平均

男 性 ２，９５４（１，７９４） ４８．５％ ５０．２％ ４９．０％

女 性 ３，０８４（ ２４２） ５０．６％ ４９．８％ ５１．０％

不 明 ５９（ ２５） ０．９％

合 計 ６，０９７（２，０６１） １００．０％ １００．０％ １００．０％

図表３ 年齢属性

人数（世帯主再掲） シ ェ ア 関東平均 全国平均

１０歳未満 ８００（ ０） １３．１％ ９．１％ ９．５％

１０代 ６９１（ ２） １１．３％ １１．２％ １１．７％

２０代 ９８７（ ２３３） １６．２％ １６．９％ １５．０％

３０代 １，１４０（ ５０５） １８．７％ １４．１％ １２．９％

４０代 ８５７（ ４６６） １４．０％ １４．３％ １４．４％

５０代 ７４０（ ３８２） １２．１％ １４．８％ １４．２％

６０代 ６０１（ ３４６） ９．９％ １０．７％ １１．５％

７０歳以上 ２４７（ ９３） ４．１％ ８．９％ １０．８％

不明 ３４（ ３４） ０．６％

合計 ６，０９７（２，０６１） １００．０％ １００．０％ １００．０％

図表４ 職業属性

人数（世帯主再掲） シェア

全体 ６，０９７（２，０６１） １００．０％

自営業 ４０３（ ２７８） ６．６％

会社員・公務員 ２，１７１（１，４１７） ３５．６％

アルバイト ３３３（ ４４） ５．５％

無職 １，４４４（ ２４９） ２３．７％

小学生以下 ９７２（ ０） １５．９％

中学生 １９９（ ０） ３．３％

高校生 １９５（ ０） ３．２％

大学・短大等 ２９１（ ３９） ４．８％

不明 ８９（ ３４） １．４％

６２郵政研究所月報 １９９９．７
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数台保有が＋０．５％となっている。このことから、

前回同様、移動電話の同一世帯内における複数保

有が加速していることがわかる。PHSは保有台数

自体が減少しているため、複数台保有率も前回の

増加傾向から減少傾向に転じている。次に都県別

の比較をしてみる。昨年と同じ都県（サンプル数

が１００以上の県）について世帯普及率を見てみる

と、都県の格差は携帯電話が４．９％（＋３．４ポイン

ト）、PHSが６％（▲２．７ポイント）となっている。

前回は携帯電話の格差が縮まり、PHSでは拡大す

る傾向が見られたが、今回の調査では逆の傾向と

なった。

移動電話について個人普及率を図表６に示すが、

基本的な傾向としては図表５で示した世帯普及率

と同じである。世帯普及率と個人普及率で傾向の

違いが大きいところとしては、携帯電話の個人普

及率が茨城県と埼玉県で関東平均よりも小さくな

り、東京都が大きくなっている点である。これは、

世帯内の携帯電話保有人数の割合が、東京都では

関東平均より大きく、茨城県・埼玉県では小さく

図表５ 移動体通信の世帯普及率

図表６ 移動電話の個人普及率

６３ 郵政研究所月報 １９９９．７
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なっていることを示している。

３．２ 移動体通信の個人普及動向

移動体通信の個人普及率は、携帯電話が２９．６％

（＋８．１ポイント）、PHSが５．４％（▲０．５ポイント）、

ページャーが１．６％（▲２．９ポイント）であった。

ここでも携帯電話増加、PHS・ページャーの減少

という傾向は変わらない。移動体通信のいずれか

を保有しているのは、３５．６％（＋６．９ポイント）

であった。また保有者のうち、移動体通信の複数

保有率は４．１％（▲９．３ポイント）となっており、

伸び率は前回の＋１．５％と比べてマイナスに転じ

ている。

これは、様々な移動体通信が登場し、利用者は

一時期の端末価格の異常な安さと、次から次へと

端末がモデルチェンジすることを受けて、端末を

買い足し、複数のサービスに加入したものの、実

際にしばらく使用してみると、メインで使用する

サービス以外の利用頻度が少ないため、複数所有

するメリットが感じられず、複数保有率が減少し

た可能性がある。しかしながら、最近はモバイル

端末を併用しての移動体通信によるデータ通信が

普及してきているので、今後はデータ通信に強み

を持つPHSをデータ通信用のサブ端末として、追

加加入する場合も考えられる。

次にこの普及率を個人の属性別に見てみる。

ａ）性別年代別普及率

普及率を性別で見てみると、携帯電話で男性が

３６．３％（＋７．８ポイント）、女性が２３．２％（＋８．７

ポイント）となっている（図表７）。前回同様に、

男女間の格差は縮まってきていることがわかる。

PHSは男性が５．１％（▲１．０ポイント）、女性が

５．７％（▲０．１ポイント）となっている。前回では

男性の普及率にに女性が迫ってきているところで

あったものが、今回では普及率がとうとう逆転し

た。ページャーについては、男性が２．２％（▲２．０

ポイント）、女性が（▲３．８ポイント）とともに減

少しているが、女性の減少が特に大きい。

これは、先の携帯電話における女性の普及率が

男性を上回っていることから、ページャーからの

乗り換えが男性よりも顕著であることが推測され

る。移動体通信全体では、男性が４１．６％（＋７．３

ポイント）、女性が２９．２％（＋６．４ポイント）となっ

ている。前回は女性の方が普及率が高かったが、

今回は男性の方が高くなっている。

次に図表８で年齢別に見てみる。携帯電話では、

前回同様２０代が６１．２％（＋１３．６ポイント）ともっ

とも高く、次に３０代で４４．１％（＋６．４ポイント）

となっている。他の年齢層においても、すべて前

回に比べて普及率は高くなっている。PHSについ

ては、１０代が１０．８％（＋０．８ポイント）がもっと

も高く、前回もっとも高かった２０代と逆転した。

これは前回も伸び率から見ると１０代の方が２０代よ

図表７ 性別普及率

６４郵政研究所月報 １９９９．７
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りも大きかったが、今回もその傾向は引き続いて

おり、その結果PHS利用の中心となる年齢層が

中・高校生へ移動している。その他の年齢層で見

ると、上記１０代と５０代を除いて他は、前回より減

少している。ページャーについては、１０代が

２．９％（▲１０．７ポイント）であり、５０代を除いて

すべて減少している。しかも、前回みられた、１０

代、２０代に普及率が高くなっているという特徴も

ほとんど見られなくなり、どの世代でも同じ様な

普及率になっている。

また前回は、携帯電話・PHS・ページャーのど

れがもっとも高い普及率かは、年齢層によって異

なっていたが、今回のアンケートではすべての年

齢層において、普及率の高い順に、携帯電話・

PHS・ページャーとなった。

次に図表９で性別、年齢別を合わせて見てみる。

携帯電話については、前回と傾向は非常に似通っ

ており普及率が底上げされたかたちになっている。

２０代の普及率が男女とももっとも高く、それぞれ

６４％、５９％となっている。また男性の２０代～５０代

図表８ 年齢別普及率

図表９ 性別年齢別普及率
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の普及率が前回の３０％以上から４０％以上にあがっ

た。PHSは総じて普及率が下がり、あまり年齢、

性別に関係しなくなってきている。男性は２０代、

女性が１０代でもっとも普及率が高くなっており、

それぞれ１０％、１２％であった。ページャーは図表

８と同様あまり特徴が無く、低い水準の普及率で

ある。もっとも普及率が高いのは、男性が３０代で

５％、女性が１０代で５％である。

ｂ）職業別普及率

次に職業別の移動体通信普及率を見てみる。な

お、学生については、さらに詳細に小学生以下、

中学生、高校生、大学・短大生等と区分を行った。

まず、学生への普及率を図表１０に示す。携帯電

話については、傾向としては前回とあまり変わら

ず、全体的に普及率が上がっている。大学・短大

生等がもっとも普及率が高く５３．６％（＋１７．２ポイ

ント）である。PHSについては、高校生がもっと

も普及率が高く２２．６％（＋２．６ポイント）であり、

前回もっとも普及率が高かった大学・短大生等は

１４．１％（▲１７．２ポイント）であった。このことか

ら、大学・短大生等においては、PHSから携帯電

話への乗り換えがかなり行われたことが推測され

る。また前回同様高校生においては、携帯電話よ

りもPHSは普及率が高くなっている。ページャー

については、すべてのグループで普及率が低下し

ており、もっとも高い普及率の高校生でも７．２％

（▲２４．２ポイント）となっており、中学生、高校

生においてはもっとも普及率の高い移動体通信で

あったものが、この約１年間でもっとも普及率の

低い移動体通信になった。移動体通信は、高校生

において約５０％、大学・短大生等において約７０％

の普及率となっている。

次に学生以外の職業別について見てみる。全体

的な傾向は他の図表と同じく、携帯電話の普及率

が上がり、PHS・ページャーの普及率が下がって

いる。携帯電話において、前回もっとも普及率が

高かった自営業が４７．１％（＋２．５ポイント）であ

るのに対して、今回は会社員・公務員が５０．３％

（＋１２．９ポイント）と大幅に上がり、もっとも普

及率が高くなった。また、アルバイトも３５．７％

（＋１５．８ポイント）と大幅に普及率が上がり、自

営業に迫る勢いである。

図表１０ 移動体通信の学生への普及率
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３．３ 加入形態について

現在様々な加入プランが事業者毎に存在してお

り、加入時にはどの事業者、加入プランにするか

悩むほどである。この加入プランを１）標準プラ

ン、２）ローコールプラン、３）ハイコールプラ

ン、４）通話料金パックプラン、５）タイムサー

ビスプランの５つに大別してみた。なお、ロー

コールプランとは、基本料金を低めに設定する代

わりに通話料金が標準プランよりも高くなってお

り、通話頻度が少ない人向けのプランである。ハ

イコールプランはその逆で、基本料金が高く設定

されている代わりに、通話料金が安くなっている

プラン。通話料金パックプランとは、あらかじめ

基本料金に一定金額分の通話料金が含まれている

プランである。タイムサービスプランとは、基本

料金を低めに設定する代わりに、通話を行う時間

帯が限定されていたり、指定時間帯以外の使用で

は割高な通話料金が設定されているプランである。

携帯電話とPHSの加入形態を図表１２に示す。携

帯電話について標準プランは２９％となっている。

一番多かったのが、ローコールプランの３９％で

あった。加入プランの多様化に伴い、利用者も自

分の利用形態に合った加入プランを選択している

ようである。PHSについては、まだ標準プランが

図表１１ 移動体通信の職業別個人普及率

図表１２ 各移動電話のプラン別加入率
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端末の料金�

お店の人に奨められて�
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インターネット等モバイルで使用したかったから�

回答比率�
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1％�2％�

一番多く、割合は６１％であるが前回と比較してみ

ると、携帯電話と同様の傾向が伺える。

次に、加入事業者を選択した理由について図表

１３に示す。携帯電話・PHSに加入している世帯に

ついては、その選択した理由を、加入していない

世帯については、今後加入する場合の選択のポイ

ントとして回答してもらった。図表における値

（％）は、１番目の理由を回答した世帯を母数と

して算出した。

１）１番目の理由

前回同様に「通話エリアの広さ、つながりやす

さ」が４１％と一番多かった。それ以下も「ブラン

ドイメージ、知名度」、「基本料金および基本料金

に関わる割引サービス」と前回同様になっている。

２）２番目の理由

「ブランドイメージ、知名度」１３．６％と「基本

料金および基本料金に関わる割引サービス」

１４．５％の順位が入れ替わっているが、１番目の理

由と全く同じ理由が上位３つになっている。ちな

みに前回は「ブランドイメージ、知名度」の代わ

りに「通話料金および通話料金に関わる割引サー

ビス」が入っていた。

３）３番目の理由

「ブランドイメージ、知名度」、「友人のすすめ、

友人が持っている事業者だから」、「通話料金およ

び通話料金に関わる割引サービス」の順である。

以上、加入事業者選択の傾向としては、前回と

若干の違いはあるものの、基本的なところでは、

それほど違いはなかった。

４．移動体通信への世帯支出額について

４．１ 携帯電話、PHS、ページャーの一ヶ月あ

たり支出額

図表１４に各移動体通信の支出額をを示す。なお、

支出額には基本料金が含まれている。また世帯主

が自営業の場合は、業務に使用している場合が考

えられるので、世帯主が自営業以外の職業の世帯

のみについて集計を行った。

まず携帯電話について見てみると、もっとも多

いのは前回と同様に５，０００円から１０，０００円の間で

４４％になっている。２番目に多いのも前回と同様

に５，０００円未満であるが、３番目に多い１０，０００円

から１５，０００円との格差が前回と比べて２２％から

４％に縮まっている。最高は９６，０００円であった。

図表１３ 事業者の選択理由（N＝１，２９３）
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また平均支出額は、８，３９８円（▲９５３円）であり、

基本料金や通話料金が低下傾向にあることを受け

てのことと推測される。次にPHSについて見てみ

ると、基本的な傾向は前回と変わらず、５，０００円

未満が一番多かった。世帯主が自営業でない場合

の最高は８４，０００円であった。平均支出額は５，６７３

円（▲６７円）であり、携帯電話ほど支出額の低下

が見られない。

携帯電話とPHSの間に見られる傾向の違いは、

�PHSの料金値下げの幅が携帯電話と比較して

小さいこと、及び

�PHSの一台当たりの通話利用量が増大してい

ること、

といった理由に起因するものと考えられる。実際

「トラヒックからみた電話等の利用状況【平成９

年度】」（郵政省、１９９８年）によると、携帯電話と

PHSにおける１加入者、１日当たりの通話時間は

平成８年度から平成９年度にかけて、携帯電話で

減少方向、PHSで増加方向の変化となっている。

このことは、移動体通信ユーザの利用動向の変化

を示すものであるが、あるいは携帯電話について

利用量が少ない層の加入割合が増加し、逆にPHS

について利用量が多い層の加入割合が増大してい

ることを示しているのかもしれない。

次にページャーについて見てみると、前回とほ

とんど傾向が変わっておらず、最高は５，０００円、

平均支出額は２，３２３円（▲９１３円）であった。

４．２ 移動電話の支出について

ここでは、携帯電話・PHSに関する毎月の支出

が加入電話や他の消費へどのような影響を与える

かを見てみる。

加入電話への影響を図表１５に示すが、前回実施

時と比べて、多少の割合の違いはあるものの、傾

向としては同じものになった。これは、この１年

間に対する変化ではなく、移動電話を使用するこ

とによって、どう変わったかをアンケートにおい

て質問しているためであり、平成１０年に新しく移

動電話に加入した人であっても、従来の傾向とお

およそ同じであることがわかる。少し内容を見て

みると、普通の電話（加入電話）の利用は半数以

上が「変わらない」で、４０％弱が「減少」してい

る。一方、「増加」も１０％弱あるがこれは、家族

が移動電話を所有することにより、屋外にいる家

族に連絡をとることが出来るようになったため、

今まで以上に加入電話を使用するようになったこ

とが、一つの原因として推測される。また、個人

の交流範囲の拡大も影響していると推測される。

図表１４ 移動体通信の世帯支出額
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NTT＋PHS　N＝48

NTT＋NCC＋携帯＋PHS　N＝57

NTT＋NCC＋PHS　N＝64

NTT＋NCC＋携帯　N＝411

NTT＋NCC　N＝304

NTT加入のみ　N＝272

NTT����NCC 携帯� PHS 通信費合計�

電話全体で見ても、移動電話が新たに加わったた

め、「増えた」が７０％を占めている。

実際の電話等の通信支出額が、世帯の電話加入

状況によって、どう異なっているかを図表１６に示

す。（なお、図表中の参照データとは、総務庁統計

局の「全国家計調査」（平成１１年４月）における

通信費を示している）。この図表より、前述した

ように携帯電話を加入したからと言って、加入電

話に対して支払っている料金が少なくなるような

傾向は見られないことがわかるが、これは前述の

利用量の示す傾向と整合的である。

次に移動体通信費に対しての意識を図表１７に示

す。これはアンケートにおいて、移動体通信費を

減らすことを意識しているかどうかを質問した結

果である。こちらの図表も、前回の結果と基本的

な傾向は変わっていない。「あまり意識していな

図表１５（N＝１，２９７）

図表１６ 通信費
（単位：％）
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い」人が約４０％である。前回のアンケートの報告

にも記載されていたが、一つは基本料金や通話料

金が低下してきたために、支出額自体が減ってく

るため、意識しなくなってきていると思われる。

次に、移動電話への加入により事業者への支払

いが発生するが、その支払いを行うために、移動

体電話通信料金以外の支出および貯蓄に影響が出

ているかについて回答してもらった結果を図表１８

に示す。なお各比率は１番目の回答を行った世帯

数を母数として算出した。先の図表１７で示したよ

うに、意識を少しでもしている人の割合が、約

４０％と半数以下になっているので、そもそも半数

以上の人は、どの項目で移動電話通信料金の費用

を削減しようかとは、特に考えていないと思われ

る。その結果、「全体的に減らしているのでどの

項目とはいえない」や「収入の増加分」など、意

識をしなくてもよい項目の回答比率が高くなって

いると思われる。そして、「衣服・装飾品」「レ

ジャー費」など余裕がある場合に発生する支出項

目も回答比率が高くなってきている。逆を言えば、

比率の低い「食費」「住居関連費」などは、移動

電話の通信料金よりも支出の優先順位が高いこと

図表１７ 各世帯の移動体通信費に対しての意識（N＝１，３０３）

図表１８ 各世帯の各支出への影響（N＝１，２５３）
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になる。また前回に比べて、「収入の増加分」の

割合が減ってきているが、これはアンケート対象

世帯の年収が減少傾向にあることも一因であろう。

４．３ 料金水準

各世帯に電話料金の水準を現在（１９９９年１月時

点）を１００として、加入電話・携帯電話・PHSの

基本料金および通話料金について、どれくらいの

料金水準が理想であるか回答してもらった。その

結果を図表１９に示す。

加入電話については、基本料金・通話料金とも

４０～５０と９０～１００の２つの回答が、割合が多かっ

た。基本料金では４０～５０が３％、通話料金では９０

～１００が５％だけ、それぞれもう一方を上回って

いるものの、ほとんど同じ様な割合である。前回

の調査では、圧倒的に９０～１００での回答が多かっ

たものが、今回の調査で２つに分かれたのは、イ

ンターネット等の普及により、長時間のデータ通

信を行うため通信料金が増加し、通話料金が高い

と感じる人が増えたことが推測される。変化して

いない基本料金に関しても、より低い料金を望む

傾向が強くなっているのは、携帯電話等の料金が、

大きく低下していることの影響も考えられよう。

なお基本料金の平均は約７３（▲１０）、通話料金の

平均は７６（▲３）であった。

携帯電話については、基本料金、通話料金とも

４０～５０と回答した人が約半数を占めた。これは前

回と同じであり、傾向自体も前回と似通っている。

まだまだ基本料金・通話料金とも高いという意識

が強いようである。なお基本料金の平均は約５８

（▲５）、通話料金の平均は約５６（▲２）であっ

た。

PHSについて見てみると、基本料金・通話料金

とも４０～５０の回答がもっとも多かった。前回は、

基本料金については４０～５０の回答と、９０～１００の

回答が多く、９０～１００と回答した方が６％ほど多

図表１９ 各世帯が理想とする移動電話の料金水準
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かったのだが、今年は圧倒的に４０～５０の回答が多

くなってしまった。なお基本料金の平均は約６５

（▲９）、通話料金の平均は６４（▲３）となって

いる。

５．まとめ

今回、郵政研究所で実施したアンケートのデー

タを用いて、関東地方における移動体通信の普及

状況、利用状況について分析した。前回の調査で

は、PHSの普及率の減少が予想されており、実際

にその通りとなった。しかしながら最近の状況で

は、文字メッセージサービスをはじめ、携帯電話

との差別化を積極的に行い、加入者の減少にブ

レーキがかかってきている。一方、携帯電話も、

今までの「つながり易さ」重視から、音声通話品

質をうたい文句にする事業者も出てきており、従

来、事業者間の差を強調していなかった音声通話

についても他事業者との積極的な差別化を図ろう

としている。

また、インターネットをはじめとするネット

ワーク利用の爆発的増加により、移動体通信の分

野についても、データ通信を抜きには語れなく

なってきている。そのため各事業ともデータ通信

関連のサービスを充実させてきている。今後アン

ケート調査を実施する場合については、単純に普

及率や移動体通信の需要についてのみでなく、こ

の様に多機能化していく移動体通信についての利

用動向を調査することが、重要である。

さて、通信経済研究部では、移動体電話の事業

者にもアンケート調査を行ったが本稿では、そこ

で得られた知見と関連づけた形での分析を行うこ

とが出来なかった。移動体通信について事業者側

と利用者側の両面からの分析を行うことにより、

更に興味深い結果が得られるであろう。
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